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法人化をしていないグループを支援
〜連携組織化促進事業〜

本会では、昨年度、法人化されていない団体・グループ
を対象に、研修会開催等を行う「連携組織化促進事業」を実
施しましたので、その活用事例についてご紹介します。今
年度も同事業の公募を開始しておりますので、是非ご活用
ください。
また、本会では任意団体・グループ等の経営や運営など
に対する相談にも応じておりますので、本事業の活用に関
わらず、お気軽にご相談ください。

①専門家を招きブランド戦略を検討
地域食材を使用した「ご当地グルメ」の認知度アップやブランド化を図るため、専門家を招いて
研究会を実施。出席者全員でアイデアを出し合いながら新たな商品コンセプトやブランド化戦略
について検討し、方向性を確立しました。

②統一デザイン商品の販路拡大を研究
グループで製造している統一デザイン商品の販路拡大を目指すため、県外販路拡大に成功して
いる企業を講師に招きポイントを学んだほか、賞味期限等に関する技術も学びました。

③協同組合に認められている特例の活用と組合設立について研究
企業が障がい者の法定雇用率を達成するための一手段として注目されている「事業協同組合算
定特例（特定事業主特例）」について研究するため、他県で実際に制度を運用している協同組合の
理事長を招き、そのポイントを学びました。

④地域特産品の市場拡大策について研修
マーケティングの専門家を招き、地域の特産品を製造している任意団体が市場拡大策について
研修会を実施。今後の方向性についてアドバイスをいただきました。

「連携組織化促進事業」とは
　法人化されていない団体・グループ等の課題解決を図るため、研修会の開催や専門家派遣等の支援
を行います。

事業対象者 次のいずれかに該当し、法人化の可能性がある者
①県内に拠点を有し、4者以上の企業等で構成する、法人化していない任意グループ
② 県内において、今後、4者以上の企業間連携等によりグループを形成し、法人化を目指
す企業等

事 業 内 容 ① 研究会事業（グループが抱える課題解決や活動強化等につなげるための研修会や講習会）
② 専門家派遣事業（グループが抱える課題解決にむけて、専門家による診断・アドバイス等）

補� 助� 率 10／10 補� 助� 額 1グループあたり20万円程度
募� 集� 数 3グループ程度
応 募 方 法 申込用紙は本会ホームページに掲載しています。メール又はFAXでお申込みください。
締� 切� 等 令和元年12月まで、毎月末日を締切りとし、書類審査を行い採択・不採択を通知します。

ただし、事業予算額に達し次第終了となります。
［お問い合わせ先］ 本会商業振興課（☎018-863-8701）まで

グループの課題を解決したい
連携による事業化を検討したい 等

事業構築・拡大
業界・地域経済の発展専門家派遣・研修会
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支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト
2019年度通常総会を開催	 〜秋田県機械金属工業会〜

平成31年度通常総会を開催	 〜秋田県アパレル産業振興協議会〜

中小企業組合等課題対応支援事業の公募について（全国中央会）

一般社団法人秋田県機械金属工業会（正会員
34名、賛助会員18名、藤澤正義会長）の通常総会
が4月17日（水）、秋田市の秋田ビューホテルにおい
て開催され、正会員21社の代表が出席しました。
総会では、平成30年度事業報告書、貸借対照
表及び正味財産増減計算書について満場一致
で承認されたほか、全号議案が原案どおり可決
しました。
任期満了に伴う役員改選では理事12名、監事
2名が選出され、会長、副会長に次の方々が就任
しました。

会　長　　藤澤　正義　氏
副会長　　伊藤　和宏　氏
　同　　　戸田　直人　氏
　同　　　相原　文人　氏

なお、この総会において、今まであきた企業
活性化センター内に設置されていた事務局は
移転することとなり、本会が受託することとな
りました。

4月18日（木）、秋田市の秋田キャッスルホテ
ルにおいて、秋田県アパレル産業振興協議会
（会員58名、佐賀善美会長）の通常総会が開催さ
れ、会員30名が出席しました。
総会では、平成30年度事業報告書及び収支決
算のほか、全号議案が満場一致で承認・可決さ
れました。
なお、副会長及び幹事が辞任したことによる
役員の補充では新たに2名が選出され、副会長
には工藤一真氏が就任しました。

■事業概要■
中小企業が単独では解決することが難しい問
題（ブランド化戦略、既存事業分野の活力低下、
技術・技能の承継、環境問題等）に対して、中小企
業組合等で連携して取り組む事業の調査やその
実現化について全国中央会から補助を行います。

■支援対象者■
中小企業組合（事業協同組合、企業組合等）、
一般社団法人、任意グループ　等

■補助率■
補助対象経費の6／10以内

■事業の種類と補助金額■
事業の種類 補助金額

（1）中小企業組合等活路開拓事業
　★調査研究型（新分野進出のための調査・研究）
　★実現型（試作開発や実証実験）
　★展示会等求評型（展示会への出展等）

A型 上限額20,000千円

B型 上限額11,588千円（下限額1,000千円）

展示会等出展・開催事業 上限額5,000千円

（2）組合等情報ネットワーク等開発事業
　★情報ネットワークシステムの構築
　★業務用アプリケーションシステムの開発　等

A型 上限額20,000千円

B型 上限額11,588千円（下限額1,000千円）

■募集期間■
第2次締切　5月8日（水）〜7月1日（月） 【消印有効】

■要領等（詳細）■
全国中央会のホームページに詳細が掲載しておりますので、そちらをご覧ください。
　https://www.chuokai.or.jp/josei/josei.htm
■その他■
本事業の活用をご検討される場合は、事前に本会事業振興部（☎018-863-8701）までお問い合わ
せください。

［議場の様子］

［総会の様子］
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インフォメーションインフォメーションインフォメーション

来春の高卒者を対象とした求人受付が6月1
日から開始されます。企業の将来を担う優秀な
人材の確保と若年者の地元就職による活力あ
る地域づくりのため、早い時期に魅力ある充実
した企業情報（求人票）を発信し、若い人材を確
保してください。また、県内ハローワークでは、
学卒求人に係る事業所相談コーナーを開設し、
高卒者の採用のお手伝いをしておりますので、
ぜひ、ご相談ください。
優秀な人材を確保するため求人の早期提出
をお願いします

［ お問い合わせ先］ 
県内各ハローワークまで

〜新たな時代にPDCAみんなで築こうゼロ災職場〜

7月1日から1週間、「全国安全週間」を実施し
ます。全国安全週間は、労働災害を防止するた
めに産業界での自主的な活動の推進と、職場で
の安全に対する意識を高め、安全を維持する活
動を目的としています。 昭和3年に第1回が実
施されて以来、一度も中断することなく続けら
れ、本年で第92回を迎えます。
この機会に職場における労働災害防止活動
の大切さを再確認し、積極的に安全活動に取り
組みましょう。6月1日から1ヶ月間は準備期間
とされています。

中央会からのお知らせ
令和元年度通常総会のご案内について
秋田県中小企業団体中央会の令和元年度通
常総会は、下記の日程で開催いたします。
なお、正式な総会開催のご案内は、総会資料
を同封して5月13日に発送予定ですので、今し
ばらくお待ちください。

日　時：6月11日（火）  15：30 〜
場　所：ホテルメトロポリタン秋田

◆通常総会　　15：30 〜
◆表  彰  式　　17：00 〜
◆懇  親  会　　17：20 〜

商工総合研究所では、毎年「中小企業懸賞論
文」の募集・表彰を実施しております。
受賞者については財団機関誌「商工金融」

2020年3月号に掲載され、賞金も授与されます。
中小企業の組織活動に携わっている方であ
ればどなたでも応募できます。
詳細については当研究所HPでも確認できま
すので是非ご覧ください。
（https://www.shokosoken.or.jp/commendation/）

－テーマ－
　 自由（協同組合、商店街振興組合、企業組合、
協業組合などの組織活動等）
－応募期間－
　8月1日（木）〜10月15日（火）

［ お問い合わせ先］ 
一般財団法人 商工総合研究所 
TEL：03-5875-8907（専用ダイヤル）

労働保険（労災保険・雇用保険）の保険料は、
事業主が年度当初に概算で申告・納付し、翌年
度の当初に確定申告の上、精算することになっ
ています。
令和元年度の申告・納付期間は、6月3日（月）
〜 7月10日（水）です。（申告書は5月末頃にお届
けする予定です。）申告期日が近づきますと、窓
口が大変混雑いたしますので、申告・納付はお
早めにお願いします。

◇ 　労災保険率及び雇用保険率については、平
成30年度から変更ありません。
◇ 　電子申請もご利用になれます。年度更新手
続をはじめ、労働保険・社会保険関係手続に
ついて、電子申請をご利用ください。
◇ 　年度更新の詳細については、各事業場に送
付される年度更新資料、秋田労働局または厚
生労働省のホームページをご覧ください。

［ お問い合わせ先］ 
秋田労働局労働保険徴収室 
☎018-883-4267 
もしくは県内各労働基準監督署まで

令和2年3月新規卒業者の
求人申込みについて	 （秋田労働局）

全国安全週間を7月に実施
	 （厚生労働省）
	 （中央労働災害防止協会）

中小企業組織活動懸賞レポートの
募集について
	 （一般財団法人商工総合研究所）

お忘れなく労働保険の年度更新手続は
7月10日までに！	 （秋田労働局）


